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(57)【要約】
【課題】分散液中における疎水性粒子の分散性に優れる粒子分散液、並びに、分散液に分
散させた際の分散性に優れる粒子を提供する。
【解決手段】（メタ）アクリル系樹脂を含む疎水性粒子と、前記疎水性粒子に吸着したア
セチレングリコール系界面活性剤と、水と、を少なくとも含有し、前記アセチレングリコ
ール系界面活性剤が吸着した前記疎水性粒子の、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状
態における粒子径が、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２倍以下である粒子分散液
、並びに、（メタ）アクリル系樹脂と、アセチレングリコール系界面活性剤と、を少なく
とも含有し、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態にお
ける粒子径の１．１倍以上２倍以下である粒子。
【選択図】なし



(2) JP 2010-229331 A 2010.10.14

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（メタ）アクリル系樹脂を含む疎水性粒子と、
　前記疎水性粒子に吸着したアセチレングリコール系界面活性剤と、
　水と、を少なくとも含有し、
　前記アセチレングリコール系界面活性剤が吸着した前記疎水性粒子の、水を飽和状態に
まで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２
倍以下である粒子分散液。
【請求項２】
　前記アセチレングリコール系界面活性剤を０．１質量％以上５質量％以下含有する請求
項１に記載の粒子分散液。
【請求項３】
　前記アセチレングリコール系界面活性剤が、ポリオキシエチレンアセチレングリコール
エーテルである請求項１または請求項２に記載の粒子分散液。
【請求項４】
　前記（メタ）アクリル系樹脂が、スチレン－（メタ）アクリル系樹脂およびエチレン－
（メタ）アクリル系樹脂から選択される少なくとも一種である請求項１～請求項３の何れ
か１項に記載の粒子分散液。
【請求項５】
　前記疎水性粒子が更に顔料を含有する請求項１～請求項４の何れか１項に記載の粒子分
散液。
【請求項６】
　前記顔料がシアン、マゼンタ、イエロー、レッド、グリーン、ブルーおよびブラックの
顔料から選択される少なくとも一種である請求項５に記載の粒子分散液。
【請求項７】
　前記疎水性粒子が更に磁性体を含有する請求項１～請求項６の何れか１項に記載の粒子
分散液。
【請求項８】
　前記磁性体がマグネタイト、ニッケル、イットリウム－鉄－ガーネット（ＹＩＧ）、鉄
粉、γ－酸化鉄、Ｎｉ－Ｚｎ系フェライト、Ｍｇ－Ｚｎ系フェライト、Ｃｕ－Ｚｎ系フェ
ライトおよびＬｉ－Ｚｎ系フェライトから選択される少なくとも一種である請求項７に記
載の粒子分散液。
【請求項９】
　（メタ）アクリル系樹脂と、アセチレングリコール系界面活性剤と、を少なくとも含有
し、
　水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態における粒子径
の１．１倍以上２倍以下である粒子。
【請求項１０】
　前記アセチレングリコール系界面活性剤を０．０１質量％以上２０質量％以下含有する
請求項９に記載の粒子。
【請求項１１】
　前記アセチレングリコール系界面活性剤が、ポリオキシエチレンアセチレングリコール
エーテルである請求項９または請求項１０に記載の粒子。
【請求項１２】
　前記（メタ）アクリル系樹脂が、スチレン－（メタ）アクリル系樹脂およびエチレン－
（メタ）アクリル系樹脂から選択される少なくとも一種である請求項９～請求項１１の何
れか１項に記載の粒子。
【請求項１３】
　前記疎水性粒子が更に顔料を含有する請求項９～請求項１２の何れか１項に記載の粒子
。
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【請求項１４】
　前記顔料がシアン、マゼンタ、イエロー、レッド、グリーン、ブルーおよびブラックの
顔料から選択される少なくとも一種である請求項１３に記載の粒子。
【請求項１５】
　前記疎水性粒子が更に磁性体を含有する請求項９～請求項１４の何れか１項に記載の粒
子。
【請求項１６】
　前記磁性体がマグネタイト、ニッケル、イットリウム－鉄－ガーネット（ＹＩＧ）、鉄
粉、γ－酸化鉄、Ｎｉ－Ｚｎ系フェライト、Ｍｇ－Ｚｎ系フェライト、Ｃｕ－Ｚｎ系フェ
ライトおよびＬｉ－Ｚｎ系フェライトから選択される少なくとも一種である請求項１５に
記載の粒子。
【請求項１７】
　請求項１～請求項８の何れか１項に記載の粒子分散液を貯留する粒子分散液カートリッ
ジ。
【請求項１８】
　磁気潜像保持体と、
　現像剤としての請求項１～請求項８の何れか１項に記載の粒子分散液を貯留する現像剤
貯留装置と、
　磁気潜像が形成された前記磁気潜像保持体に前記現像剤を供給する現像剤供給装置と、
を有するプロセスカートリッジ。
【請求項１９】
　磁気潜像保持体と、
　前記磁気潜像保持体上に磁気潜像を形成する磁気潜像形成装置と、
　現像剤としての請求項１～請求項８の何れか１項に記載の粒子分散液を貯留する現像剤
貯留装置と、
　前記磁気潜像が形成された前記磁気潜像保持体に前記現像剤を供給しトナー像として顕
像化する現像剤供給装置と、
　前記トナー像を記録媒体に転写する転写装置と、
　前記磁気潜像保持体上の前記磁気潜像を消磁する消磁装置と、
　を有する画像形成装置。
【請求項２０】
　磁気潜像保持体上に磁気潜像を形成する磁気潜像形成工程と、
　前記磁気潜像が形成された前記磁気潜像保持体に現像剤としての請求項１～請求項８の
何れか１項に記載の粒子分散液を供給しトナー像として顕像化する現像剤供給工程と、
　前記トナー像を記録媒体に転写する転写工程と、
　前記磁気潜像保持体上の前記磁気潜像を消磁する消磁工程と、
　を有する画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粒子分散液、粒子、粒子分散液カートリッジ、プロセスカートリッジ、画像
形成装置および画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、磁性体を利用した画像形成方法として、表面に磁性体を有する磁気記録媒体に磁
気ヘッドを操作して磁気潜像を形成し、この磁気潜像を磁性トナーで現像後、被転写媒体
に加熱あるいは静電的に転写し、定着して印刷するいわゆるマグネトグラフィーがあり、
この技術に磁性トナーを用いる技術が報告されている（例えば、特許文献１または２参照
）。
【０００３】
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　また、液体マグネトグラフィー用現像剤として、カルボン酸系高分子界面活性剤とアセ
チレングリコール系界面活性剤とを含む現像剤（例えば、特許文献３参照）、高分子界面
活性剤（ＰＶＡ）とアセチレングリコール系界面活性剤とを含む現像剤（例えば、特許文
献４参照）が報告されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平３－２９９６１号公報
【特許文献２】特開平３－５９６７８号公報
【特許文献３】特開２００８－４５０６３号公報
【特許文献４】特開２００８－６３５５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、本構成を有しない場合に比べ、分散液中における疎水性粒子の分散性
に優れる粒子分散液、および、本構成を有しない場合に比べ、分散液に分散させた際の分
散性に優れる粒子を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題は、以下の本発明により達成される。即ち
　請求項１に係る発明は、
　（メタ）アクリル系樹脂を含む疎水性粒子と、
　前記疎水性粒子に吸着したアセチレングリコール系界面活性剤と、
　水と、を少なくとも含有し、
　前記アセチレングリコール系界面活性剤が吸着した前記疎水性粒子の、水を飽和状態に
まで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２
倍以下である粒子分散液である。
【０００７】
　請求項２に係る発明は、
　前記アセチレングリコール系界面活性剤を０．１質量％以上５質量％以下含有する請求
項１に記載の粒子分散液である。
【０００８】
　請求項３に係る発明は、
　前記アセチレングリコール系界面活性剤が、ポリオキシエチレンアセチレングリコール
エーテルである請求項１または請求項２に記載の粒子分散液である。
【０００９】
　請求項４に係る発明は、
　前記（メタ）アクリル系樹脂が、スチレン－（メタ）アクリル系樹脂およびエチレン－
（メタ）アクリル系樹脂から選択される少なくとも一種である請求項１～請求項３の何れ
か１項に記載の粒子分散液である。
【００１０】
　請求項５に係る発明は、
　前記疎水性粒子が更に顔料を含有する請求項１～請求項４の何れか１項に記載の粒子分
散液である。
【００１１】
　請求項６に係る発明は、
　前記顔料がシアン、マゼンタ、イエロー、レッド、グリーン、ブルーおよびブラックの
顔料から選択される少なくとも一種である請求項５に記載の粒子分散液である。
【００１２】
　請求項７に係る発明は、
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　前記疎水性粒子が更に磁性体を含有する請求項１～請求項６の何れか１項に記載の粒子
分散液である。
【００１３】
　請求項８に係る発明は、
　前記磁性体がマグネタイト、ニッケル、イットリウム－鉄－ガーネット（ＹＩＧ）、鉄
粉、γ－酸化鉄、Ｎｉ－Ｚｎ系フェライト、Ｍｇ－Ｚｎ系フェライト、Ｃｕ－Ｚｎ系フェ
ライトおよびＬｉ－Ｚｎ系フェライトから選択される少なくとも一種である請求項７に記
載の粒子分散液である。
【００１４】
　請求項９に係る発明は、
　（メタ）アクリル系樹脂と、アセチレングリコール系界面活性剤と、を少なくとも含有
し、
　水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態における粒子径
の１．１倍以上２倍以下である粒子である。
【００１５】
　請求項１０に係る発明は、
　前記アセチレングリコール系界面活性剤を０．０１質量％以上２０質量％以下含有する
請求項９に記載の粒子である。
【００１６】
　請求項１１に係る発明は、
　前記アセチレングリコール系界面活性剤が、ポリオキシエチレンアセチレングリコール
エーテルである請求項９または請求項１０に記載の粒子である。
【００１７】
　請求項１２に係る発明は、
　前記（メタ）アクリル系樹脂が、スチレン－（メタ）アクリル系樹脂およびエチレン－
（メタ）アクリル系樹脂から選択される少なくとも一種である請求項９～請求項１１の何
れか１項に記載の粒子である。
【００１８】
　請求項１３に係る発明は、
　前記疎水性粒子が更に顔料を含有する請求項９～請求項１２の何れか１項に記載の粒子
である。
【００１９】
　請求項１４に係る発明は、
　前記顔料がシアン、マゼンタ、イエロー、レッド、グリーン、ブルーおよびブラックの
顔料から選択される少なくとも一種である請求項１３に記載の粒子である。
【００２０】
　請求項１５に係る発明は、
　前記疎水性粒子が更に磁性体を含有する請求項９～請求項１４の何れか１項に記載の粒
子である。
【００２１】
　請求項１６に係る発明は、
　前記磁性体がマグネタイト、ニッケル、イットリウム－鉄－ガーネット（ＹＩＧ）、鉄
粉、γ－酸化鉄、Ｎｉ－Ｚｎ系フェライト、Ｍｇ－Ｚｎ系フェライト、Ｃｕ－Ｚｎ系フェ
ライトおよびＬｉ－Ｚｎ系フェライトから選択される少なくとも一種である請求項１５に
記載の粒子である。
【００２２】
　請求項１７に係る発明は、
　請求項１～請求項８の何れか１項に記載の粒子分散液を貯留する粒子分散液カートリッ
ジである。
【００２３】
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　請求項１８に係る発明は、
　磁気潜像保持体と、
　現像剤としての請求項１～請求項８の何れか１項に記載の粒子分散液を貯留する現像剤
貯留装置と、
　磁気潜像が形成された前記磁気潜像保持体に前記現像剤を供給する現像剤供給装置と、
を有するプロセスカートリッジである。
【００２４】
　請求項１９に係る発明は、
　磁気潜像保持体と、
　前記磁気潜像保持体上に磁気潜像を形成する磁気潜像形成装置と、
　現像剤としての請求項１～請求項８の何れか１項に記載の粒子分散液を貯留する現像剤
貯留装置と、
　前記磁気潜像が形成された前記磁気潜像保持体に前記現像剤を供給しトナー像として顕
像化する現像剤供給装置と、
　前記トナー像を記録媒体に転写する転写装置と、
　前記磁気潜像保持体上の前記磁気潜像を消磁する消磁装置と、
　を有する画像形成装置である。
【００２５】
　請求項２０に係る発明は、
　磁気潜像保持体上に磁気潜像を形成する磁気潜像形成工程と、
　前記磁気潜像が形成された前記磁気潜像保持体に現像剤としての請求項１～請求項８の
何れか１項に記載の粒子分散液を供給しトナー像として顕像化する現像剤供給工程と、
　前記トナー像を記録媒体に転写する転写工程と、
　前記磁気潜像保持体上の前記磁気潜像を消磁する消磁工程と、
　を有する画像形成方法。
【発明の効果】
【００２６】
　請求項１に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、分散液中における疎水性
粒子の分散性に優れる。
【００２７】
　請求項２に係る発明によれば、アセチレングリコール系界面活性剤の含有量を考慮しな
い場合に比べ、分散液中における疎水性粒子の分散性に優れる。
【００２８】
　請求項３に係る発明によれば、アセチレングリコール系界面活性剤の種類を考慮しない
場合に比べ、分散液中における疎水性粒子の分散性に優れる。
【００２９】
　請求項４に係る発明によれば、（メタ）アクリル系樹脂の種類を考慮しない場合に比べ
、分散液中における疎水性粒子の分散性に優れる。
【００３０】
　請求項５に係る発明によれば、顔料を含有しない場合に比べ、画像形成用の現像剤とし
て好適に用いられる。
【００３１】
　請求項６に係る発明によれば、顔料の種類を考慮しない場合に比べ、得られる画像の色
再現域が拡大される。
【００３２】
　請求項７に係る発明によれば、磁性体を含有しない場合に比べ、液体マグネトグラフィ
ー用の現像剤として好適に用いられる。
【００３３】
　請求項８に係る発明によれば、磁性体の種類を考慮しない場合に比べ、良好な現像性が
得られ、高画質な画像が得られる。
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【００３４】
　請求項９に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、分散液に分散させた際の
分散性に優れる。
【００３５】
　請求項１０に係る発明によれば、アセチレングリコール系界面活性剤の含有量を考慮し
ない場合に比べ、分散液に分散させた際の分散性に優れる。
【００３６】
　請求項１１に係る発明によれば、アセチレングリコール系界面活性剤の種類を考慮しな
い場合に比べ、分散液に分散させた際の分散性に優れる。
【００３７】
　請求項１２に係る発明によれば、（メタ）アクリル系樹脂の種類を考慮しない場合に比
べ、分散液に分散させた際の分散性に優れる。
【００３８】
　請求項１３に係る発明によれば、顔料を含有しない場合に比べ、画像形成用の現像剤と
して好適に用いられる。
【００３９】
　請求項１４に係る発明によれば、顔料の種類を考慮しない場合に比べ、得られる画像の
色再現域が拡大される。。
【００４０】
　請求項１５に係る発明によれば、磁性体を含有しない場合に比べ、液体マグネトグラフ
ィー用の現像剤におけるトナーとして好適に用いられる。
【００４１】
　請求項１６に係る発明によれば、磁性体の種類を考慮しない場合に比べ、良好な現像性
が得られ、高画質な画像が得られる。
【００４２】
　請求項１７に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、分散液中における疎水
性粒子の分散性に優れた粒子分散液の取扱い性に優れる。
【００４３】
　請求項１８に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、分散液中における疎水
性粒子の分散性に優れた粒子分散液の取扱い性に優れる。
【００４４】
　請求項１９に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、画像が低いエネルギー
で定着される。
【００４５】
　請求項２０に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べ、画像が低いエネルギー
で定着される。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】本実施形態に係る画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】本実施形態に係る画像形成装置の一例における現像領域の拡大模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００４７】
　以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。
【００４８】
　本実施形態に係る粒子分散液は、（メタ）アクリル系樹脂を含む疎水性粒子と、前記疎
水性粒子に吸着したアセチレングリコール系界面活性剤と、水と、を少なくとも含有し、
前記アセチレングリコール系界面活性剤が吸着した前記疎水性粒子の、水を飽和状態にま
で吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２倍
以下であることを特徴とする。
【００４９】
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　また、本実施形態に係る粒子は、（メタ）アクリル系樹脂と、アセチレングリコール系
界面活性剤と、を少なくとも含有し、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における
粒子径が、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２倍以下であることを特徴とする。
【００５０】
　本実施形態に係る粒子分散液は、前述の通り、疎水性粒子を界面活性剤を含有する分散
媒（少なくとも水を含む分散媒）中で膨潤させたものであって、該粒子分散液に含まれる
界面活性剤としてアセチレングリコール系界面活性剤を含む。
　また上記粒子分散液における分散媒の水を乾燥させた場合、上記界面活性剤は蒸発しな
いことから、内部および／または表面に前記アセチレングリコール系界面活性剤が含まれ
て複合粒子が構成される。この複合粒子（本実施形態に係る粒子）は水を含んで膨潤する
性質を有し、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態にお
ける粒子径に対して１．１倍以上２倍以下である。
　上記粒子は、水を取り込んで膨潤するため、水を含む分散媒中における上記粒子の分散
性が向上する。
【００５１】
　上記粒子が膨潤するメカニズムは定かではないが、アセチレングリコール系界面活性剤
の疎水部分が前記疎水性粒子の高分子鎖に強固に吸着し、高分子鎖の軟化と親水化が起こ
ることから、粒子中に水を取り込んで膨潤するのではないかと考えられる。
【００５２】
　また、上記本実施形態に係る粒子分散液は、画像形成用の現像剤として好適に用いられ
る。
　一般に（メタ）アクリル系樹脂を含む重合粒子は、加熱溶融させ溶解させることによっ
て記録媒体（用紙）上に定着させて用いるため、その定着の際に高いエネルギーが必要と
なる。しかし、本実施形態に係る粒子分散液では粒子が水を吸収して膨潤していることか
ら、従来に比べてより低いエネルギーで定着される。尚、定着のメカニズムは定かではな
いが、膨潤した粒子の粒子内での分散媒（水）の介在によって分子間相互作用が弱くなり
、見かけ上の軟化点が低くなることから、より低いエネルギーでも容易に粒子が破壊して
記録媒体上に定着されるものと考えられる。
【００５３】
　上記本実施形態に係る粒子分散液は、前記疎水性粒子中に磁性体を含ませることにより
、液体マグネトグラフィー用現像剤として好適に用いられる。液体マグネトグラフィーは
磁性粒子を含む画像表示用粒子（トナー）を磁気潜像に現像する画像形成方法である。
　また、上記本実施形態に係る粒子を、少なくとも水を含む分散媒中に分散させることに
よって本実施形態に係る粒子分散液が得られ、上記のごとく液体マグネトグラフィー等の
画像形成用の現像剤として好適に用いられる。
【００５４】
　－膨潤状態と乾燥状態とにおける粒子径の比－
　尚、前記の通り、本実施形態に係る粒子分散液において、アセチレングリコール系界面
活性剤が吸着した前記疎水性粒子の、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における
粒子径は、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２倍以下である。この比が１．１倍未
満であると膨潤状態が十分でないため低いエネルギーでの定着が難しくなり、一方この比
が２倍を超える場合、粒子の強度が十分に得られないため溶液中で微粉化してしまうこと
がある。
【００５５】
　ここで、前記膨潤状態と乾燥状態とにおける粒子径の比は以下の方法にて算出されるも
のであり、本明細書に記載の数値は該方法にて算出した。尚、上記粒子径とは膨潤状態と
乾燥状態の何れにおいても一次粒子径を表す。
　［乾燥状態における粒子径の測定方法／顕微鏡法］
　まず、本実施形態に係る粒子分散液の場合には、水を含む分散媒を蒸発させて含水率が
５質量％以下となった状態で測定を行う。また、本実施形態に係る粒子の場合にも、同じ
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く含水率が５質量％以下となった状態で測定を行う。
　乾燥させた粒子を、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で写真撮影し、その中から無作為に選
んだ１００個の粒子の粒子径を各々測定し、それらの合計を個数で除して、個数平均一次
粒子径を測定する。
【００５６】
　［膨潤状態における粒子径の測定方法／コールター法］
　まず、本実施形態に係る粒子分散液の場合には、そのままの状態で測定を行う。一方、
本実施形態に係る粒子の場合には、水中に分散させて水を飽和状態にまで吸収した状態で
測定を行う。
　膨潤粒子を含む分散液を０．１ｍｌ取り、測定液アイソトンII（ベックマン・コールタ
ー（株）製）約１００ｍｌに分散し、コールターカウンター　マルチサイザー３（ベック
マン・コールター（株）製）を用いて個数平均一次粒子径を測定する。
　尚、アパーチャー径が５０μｍのアパーチャーを用い、粒径が１μｍ以上３０μｍ以下
の範囲の粒子の粒度分布を測定し、測定する粒子数は１００００である。測定された粒度
分布を、分割された粒度範囲（チャンネル）に対し、個数について小径側から累積分布を
描き、個数で累積５０％となる粒径を個数平均一次粒子径Ｄ５０ｐと定義する。
【００５７】
　次いで、乾燥状態における個数平均一次粒子径で、膨潤状態における個数平均一次粒子
径を除して膨潤率を算出する。
【００５８】
　以下、実施形態に係る粒子分散液および粒子について、その構成について具体的に説明
する。
【００５９】
＜粒子分散液＞
（疎水性粒子）
　本実施形態に係る粒子分散液に含まれる疎水性粒子は、少なくとも高分子化合物として
（メタ）アクリル系樹脂を含有し、また更に磁性体や着色剤を含有して構成される。なお
、疎水性粒子には、外添剤粒子が外添（つまり、外添剤粒子が疎水性粒子に付着）されて
いてもよい。
【００６０】
－高分子化合物－
　高分子化合物としては、少なくとも（メタ）アクリレートモノマーを重合した（メタ）
アクリル系樹脂が用いられる。具体的には、スチレンと（メタ）アクリル酸エステルとの
共重合体樹脂（スチレン－（メタ）アクリル系樹脂）、スチレンと（メタ）アクリル酸エ
ステルと他のビニル系モノマーとの多元共重合体樹脂、エチレンと（メタ）アクリル酸エ
ステルとの共重合体樹脂（エチレン－（メタ）アクリル系樹脂）、ポリ（メタ）アクリル
酸樹脂の単体またはこれらの混合体などが用いられる。
【００６１】
　（メタ）アクリレートモノマーにおいては、（メタ）アクリル酸エステルのアルコール
残基が、炭素数１以上１８以下の置換または無置換のアルキル基であることが好ましく、
該アルキル基としては、例えばメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、
ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル
基、ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基など
が挙げられる。また上記アルコール残基は、アルキル基の他に、ベンジル基、ヒドロキシ
エチル基、水酸基をジヒドロピラン等の疎水性保護基で保護したヒドロキシエチル基、ポ
リオキシエチレン基等であってもよい。
　疎水性粒子の分散媒への分散性を考慮すると、前記高分子化合物としてはヒドロキシエ
チルメタアクリレートを含む重合体を用いたり、前記（メタ）アクリレートの重合体にさ
らに（ポリ）エチレングリコールで修飾させたりすることが望ましい。
【００６２】
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　前記スチレン系モノマーとしては、炭素数６以上１２以下の置換または無置換のアリー
ル基を有するビニル基含有モノマーが望ましく、該アリール基としては、例えば、フェニ
ル基、ナフチル基、トリル基、ｐ－ｎ－オクチルオキシフェニル基等が挙げられるが、フ
ェニル基が望ましい。
【００６３】
　なお、前記（メタ）アクリレートモノマーのアルキル基、スチレン系モノマーのアリー
ル基における置換基としては、アルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、アリール基等
が挙げられる。
　前記アルキル基としては、前述のアルキル基で例示したものに準じて挙げられる。前記
アルコキシ基としては、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基等
が挙げられ、これらの中ではメトキシ基、エトキシ基が好ましい。また、前記ハロゲン原
子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が挙げられるが、フッ素原子
、塩素原子が好ましい。前記アリール基としては、前述のアリール基で例示したものに準
じて挙げられる。
【００６４】
　モノマーとして（メタ）アクリレートモノマーおよびスチレン系モノマーの双方を用い
る場合には、混合物中の（メタ）アクリレートとスチレン系モノマーとの含有量の比は、
モル比（（メタ）アクリレートモノマー／スチレン系モノマー）で９５／１０乃至５／９
５の範囲が望ましく、９０／１０乃至１０／９０の範囲がさらに好適である。
【００６５】
　高分子化合物は、水酸基、カルボキシル基およびそのアルキルエステル基から選択され
る少なくとも１種を有することが望ましい。高分子化合物が前記官能基を有するためには
、前記高分子化合物を構成する単量体を選択することにより行われる。
【００６６】
　水酸基を有する単量体としては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アク
リレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、１，６－ビス（３－アクリロキシ－２－
ヒドロキシプロピル）－ヘキシルエーテル、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ
ート、トリス－（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌル酸エステル（メタ）アクリレート
、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
　尚ここで、上記（メタ）アクリレートとは、アクリレートまたはメタクリレートを表す
表現であり、以下においてこれに準ずる。
【００６７】
　カルボキシル基を有する単量体としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、メタク
リロイルオキシエチルモノフタレート、メタクリロイルオキシエチルモノヘキサヒドロフ
タレート、メタクリロイルオキシエチルモノマレエートおよびメタクリロイルオキシエチ
ルモノスクシネートなどが挙げられる。
【００６８】
　なお、上記各官能基の存在は、疎水性粒子について赤外吸収スペクトルを測定すること
により確認し得るが、磁性体等の影響を受けるため、下記の方法により行うことが望まし
い
　すなわち、前記疎水性粒子における水酸基、カルボキシル基は、磁性体によって異なる
ので、高分子化合物の水酸基等は、磁性体を除いた重合体成分の水酸基量、カルボキシ基
量として求めることにより確認することが望ましい。
【００６９】
　この場合、前記高分子化合物が前記のうち水酸基のみを有するときは、水酸基量は０．
１ｍｍｏｌ／ｇ以上５．０ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲であることが望ましく、０．２ｍｍｏ
ｌ／ｇ以上４．０ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲であることがより望ましく、０．３ｍｍｏｌ／
ｇ以上３．０ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲であることが特に好適である。
【００７０】
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　一方、高分子化合物がカルボキシル基を有する場合には、カルボキシル基量が０．００
５ｍｍｏｌ／ｇ以上０．５ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲であることが望ましく、０．００８ｍ
ｍｏｌ／ｇ以上０．３ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲がより望ましく、０．０１ｍｍｏｌ／ｇ以
上０．１ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲であることがさらに好適である。なおこの場合、水酸基
も有するときは、水酸基量は、０．２ｍｍｏｌ／ｇ以上４．０ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲で
あることがより望ましく、０．３ｍｍｏｌ／ｇ以上３．０ｍｍｏｌ／ｇ以下の範囲である
ことがさらに好適である。
【００７１】
　上記水酸基量は、一般的な滴定法により求められる。例えば、上記高分子化合物に無水
酢酸のピリジン溶液等の試薬を加え、加熱して、水を加えて加水分解し、遠心分離機によ
り粒子と上澄みとに分け、該上澄みをフェノールフタレイン等の指示薬を用いて、エタノ
ール性水酸化カリウム溶液等で滴定することにより、その水酸基量が求められる。
【００７２】
　一方、カルボキシル基量も一般的な滴定法により求められる。例えば、上記高分子化合
物をＮ，Ｎ’－ジメチルホルムアミド中に分散させ、フェノールフタレイン等の指示薬を
用いてエタノール性水酸化カリウムで滴定することにより、そのカルボキシル基量が求め
られる。
　また、カルボキシル基が後述する塩構造（－ＣＯＯ－Ｙ＋：ここでＹ＋はアルカリ金属
イオンやアルカリ土類金属イオン、もしくはアンモニウムなどの有機カチオンを示す）を
形成している場合は、塩酸等の酸で塩をカルボン酸に変換した後、上述の滴定を行いカル
ボキシル基量が求められる。
　すなわち、ここで、カルボキシル基量とは、カルボキシル基が塩構造を形成している場
合には、該塩構造に寄与しているカルボキシル基を含めたカルボキシル基量をいう。
【００７３】
　高分子化合物は、必要に応じて架橋性を有する単量体（架橋剤）をさらに共重合させた
ものであってもかまわない。具体的には、ジビニルベンゼン、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）
アクリレート、２－（［１’－メチルプロピリデンアミノ］カルボキシアミノ）エチル（
メタ）アクリレート等の架橋剤が挙げられ、重合の際に架橋構造とするか、重合によるポ
リマー粒子化した後に架橋させてもよい。
　また、モノマー混合物中の架橋剤の含有量は、（メタ）アクリレートモノマーおよび／
またはスチレン系モノマー合計量１００質量部に対して０．０５から２０質量部の範囲が
望ましく、０．５から１０質量部の範囲がより好適である。
【００７４】
　さらに、高分子化合物には非架橋樹脂を含有させてもよい。非架橋樹脂としては、熱、
紫外線、電子線等の外部エネルギー、あるいは溶剤蒸気、重合体からの溶剤揮発等で紙、
フィルム等の被定着媒体に粒子を定着させる重合体であれば特に制限されない。
【００７５】
　具体的には、例えばスチレン、クロロスチレン等のスチレン類；エチレン、プロピレン
、ブチレン、イソプレン等のモノオレフィン類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、安息
香酸ビニル、酢酸ビニル等のビニルエステル類；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、
アクリル酸ブチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸フェニル、メ
タクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸ドデシル等
のα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル類；ビニルメチルエーテル、ビニルエチル
エーテル、ビニルブチルエーテル等のビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビニルヘ
キシルケトン、ビニルイソプロペニルケトン等のビニルケトン類；などの単独重合体また
は共重合体が挙げられる。
【００７６】
　高分子化合物が非架橋重合体を含む場合、該非架橋重合体の分子量（数平均分子量）は
、５０００以上１００００００以下の範囲が望ましく、１００００以上５０００００以下
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の範囲がより好適である。
　なお、上記数平均分子量は、高分子化合物をＴＨＦに溶解させ、溶解分として分離した
成分について、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）を用いて測定される。
【００７７】
－磁性体－
　本実施形態で用いる磁性体としては、磁性を示すＭＯ・Ｆｅ２Ｏ３またはＭ・Ｆｅ２Ｏ

４の一般式で表されるマグネタイト、フェライト等が好ましく用いられる。また、イット
リウム・鉄・ガーネット（ＹＩＧ）も好適に用いられる。
　ここで、Ｍは２価あるいは１価の金属イオン（Ｍｎ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｍｇ、
Ｚｎ、Ｃｄ、Ｌｉ等）であり、Ｍとしては単独あるいは複数の金属が用いられる。例えば
マグネタイト、γ酸化鉄、Ｍｎ－Ｚｎ系フェライト、Ｎｉ－Ｚｎ系フェライト、Ｍｎ－Ｍ
ｇ系フェライト、Ｌｉ系フェライト、Ｃｕ－Ｚｎ系フェライトの如き鉄系酸化物が挙げら
れる。中でも安価なマグネタイトが、より好ましく用いられる。
【００７８】
　また、他の金属酸化物として、Ｍｇ、Ａｌ、Ｓｉ、Ｃａ、Ｓｃ、Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、Ｍｎ
、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｓｒ、Ｙ、Ｚｒ、Ｎｂ、Ｍｏ、Ｃｄ、Ｓｎ、Ｂａ、Ｐ
ｂ等の金属を単独あるいは複数用いた非磁性の金属酸化物および上記磁性を示す金属酸化
物が使用される。例えば非磁性の金属酸化物として、Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯ２、ＣａＯ、Ｔ
ｉＯ２、Ｖ２Ｏ５、ＣｒＯ２、ＭｎＯ２、Ｆｅ２Ｏ３、ＣｏＯ、ＮｉＯ、ＣｕＯ、ＺｎＯ
、ＳｒＯ、Ｙ２Ｏ３、ＺｒＯ２系等が使用される。
【００７９】
　上記に例示した磁性体の中でも、マグネタイト、ニッケル、イットリウム－鉄－ガーネ
ット（ＹＩＧ）、鉄粉、γ－酸化鉄、Ｎｉ－Ｚｎ系フェライト、Ｍｇ－Ｚｎ系フェライト
、Ｃｕ－Ｚｎ系フェライト、Ｌｉ－Ｚｎ系フェライトが特に好適に用いられる。
【００８０】
　ここで、上記イットリウム－鉄－ガーネット（ＹＩＧ）について説明する。
　ＹＩＧ粒子の５００Ｏｅの磁場における磁化は、１０ｅｍｕ／ｇ以上であることが望ま
しく、より望ましくは１５ｅｍｕ／ｇ以上であり、さらに望ましくは２０ｅｍｕ／ｇ以上
ある。
　磁気特性の測定は、振動試料型磁気測定装置ＶＳＭＰ１０－１５（東英工業社製）を用
いて行う。測定試料は内径７ｍｍ、高さ５ｍｍのセルに詰めて前記装置にセットする。測
定は印加磁場を加え、最大５００Ｏｅ（エルステッド）まで掃引し、ついで、印加磁場を
減少させ、ヒステリシスカーブを得る。このヒステリシスカーブより５００Ｏｅ（エルス
テッド）における磁化を求める。
【００８１】
　ＹＩＧ粒子はその表面が疎水化処理されていてもよい。疎水化処理の方法としては特に
制限されず、各種カップリング剤、シリコーンオイル、樹脂などの疎水化剤を磁性粉の表
面に被覆処理すること等により行われるが、これらの中ではカップリング剤により表面被
覆処理することが好ましい。
　ＹＩＧ粒子の表面は基本的に親水性であるため、疎水化処理を行うことにより高分子化
合物の疎水性単量体に対する親和性が高められる。
【００８２】
　ＹＩＧ粒子の含有量は、本実施形態における疎水性粒子中での含有量が１３質量％以下
であることが望ましく、より望ましくは１０質量％以下であり、さらに望ましくは８質量
％以下である。一方で、ＹＩＧ粒子の含有量は、疎水性粒子中での含有量が１．４質量％
以上であることが望ましく、より望ましくは２質量％以上であり、さらに望ましくは３質
量％以上である。
【００８３】
　次に、ＹＩＧ粒子の製造方法につき説明する。ＹＩＧ粒子の製造方法としては、共沈法
などのボトムアップ的な手法で粒子を作製する方法や、粉砕法などのトップダウン的な手
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法で粒子を作製する方法があげられる。
【００８４】
　但し、ＹＩＧ粒子を、製造する際、上記Ｘ線回折特性を満たすためには、例えば、以下
の手法を採用することが好ましい。
　１）ボトムアップ的な手法およびトップダウン的な手法のいずれの場合においても、磁
化低下の原因となるＹＩＧ粒子のアモルファス化を抑制し、結晶化を促進する目的で、後
処理としてアニール処理を施す手法。このアニール処理の処理温度は、例えば７００℃以
上１５００℃以下が望ましく、より望ましくは８００℃以上１２００℃以下が適当である
。
　２）トップダウン的な手法の場合、原料ＹＩＧ粒子への力学的負担を低減し、ＹＩＧ粒
子のアモルファス化を抑制する目的で、湿式により実施する手法。この湿式に使用する液
体としては、水、アルコール（例えばイソプロピルアルコール、エタノール等）アセトン
、ヘキサン等挙げられる。また、この液体の使用量は、粒子２ｇに対して１ｇ以上である
。
【００８５】
　ボトムアップ的な手法に代表される共沈法は、共沈現象を利用した方法であり、単独で
は沈殿しない物質を沈殿する物質と共存させることで、沈殿させるという方法である。具
体的には、イットリウム金属塩水溶液と、三価の鉄塩水溶液との混合溶液を、アルカリ水
溶液に混合させることよって共沈物を生じさせる。
【００８６】
　なお、アルカリ水溶液としては、例えば、ＮａＯＨ水溶液が好適に挙げられる。アルカ
リ水溶液としては、例えば、ＮＨ4ＯＨ、（ＮＨ4）2ＣＯ3、Ｎａ2ＣＯ3、ＮａＨＣＯ3、
等の水溶液も挙げられる。アルカリ水溶液のアルカリ濃度は、共沈反応時のｐＨを考慮し
つつ設定すればよい。
　イットリウム金属塩としては、例えば、ハロゲン化物［塩化物（ＹＣｌ３）、臭化物（
ＹＢｒ３）］、硝酸塩［Ｙ（ＮＯ３）３］、塩等が挙げられる。
　三価の鉄塩としては、例えば、ハロゲン化物［塩化物（ＦｅＣｌ３）、臭化物（ＦｅＢ
ｒ３）等］、硫酸塩［Ｆｅ２（ＳＯ３）３］、硝酸塩［Ｆｅ（ＮＯ３）３］等を挙げられ
る。
【００８７】
　また、アルカリ水溶液の中にイットリウム金属塩水溶液と前記三価の鉄塩の水溶液とを
滴下させつつ共沈反応を進行させて共沈物を生成させて、ＹＩＧ粒子を作製する際、例え
ば、得られるＹＩＧ粒子の平均一次粒子径を１ｎｍ以上５００ｎｍ以下とするには、上記
共沈反応において、アルカリ水溶液への両金属塩水溶液の滴下速度は、１０ｍｌ／分以上
１００ｍｌ／分以下にすることが好ましく、より好ましくは、２０以上６０ｍｌ／分以下
である。
　滴下中および滴下後の攪拌時間は、１０分以上６０分以下とすることが好ましく、３０
分以上６０分以下とすることがより好ましい。
　共沈反応時の反応水溶液の最終的なｐＨ値は、１２以上が好ましく、更には１２．５以
上１３．８以下が好ましく、より好ましくは１３以上１３．５以下である。
　共沈物を乾固する場合には、５０℃以上２００℃以下で加熱することが好ましく、１０
０℃以上２００℃以下で加熱することがより好ましい。
【００８８】
　一方、トップダウン的な手法に代表される粉砕は、各種粉砕機を用いて実施される。採
用する粉砕法としては、例えば、ジェットミル、振動ミル、ボールミル、遊星ボールミル
、ビーズミル、ディスクミルなどの粉砕法が挙げられる。これらの中でも、ＹＩＧ粒子へ
の力学的な負担が少ない、ビーズミル法、特に湿式のビーズミル法が好ましい。
【００８９】
　なお、粉砕する原料として用いるＹＩＧ粒子は、上記共沈法により得られるＹＩＧ粒子
であってもよいし、市販品のＹＩＧ粒子であってもよい。例えば、市販品のＹＩＧ粒子と
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しては、Ｙｔｔｒｉｕｍ　Ｉｒｏｎ　Ｏｘｉｄｅ，ｎａｎｏｐｏｗｄｅｒ（アルドリッチ
社製）、イットリウム－鉄－ガーネットＹ３Ｆｅ５Ｏ１２（高純度化学社製）等が挙げら
れる。
【００９０】
　本実施形態に用いられる磁性体の平均一次粒子径は、０．０２μｍ以上２．０μｍ以下
の範囲であることが好ましい。
　また、本実施形態における疎水性粒子中の磁性体の含有率は、２．５質量％以上５０質
量％以下の範囲であることが好ましく、３．０質量％以上４０質量％以下の範囲であるこ
とがより好ましく、４．０質量％以上３０質量％以下の範囲であることがさらに好ましい
。
【００９１】
　［磁性体の防錆処理］
　疎水性粒子における磁性体の錆を防止する観点から、上記磁性体に防錆処理を施しても
よい。尚、防錆処理とは、磁性体における酸化の発生を防止し得る処理を指す。
　上記防錆処理の具体例としては、例えば、カップリング処理、酸化皮膜処理、樹脂皮膜
処理または金属皮膜処理等が挙げられる。
【００９２】
　以下、上記の各処理について説明する。
　上記カップリング処理は、溶媒中に溶解させたシランカップリング剤中に磁性体を分散
させ、溶媒を蒸発乾固させた後、熱処理することによって防錆処理が施される。
　前記シランカップ剤としては、例えば、シランカップリング剤、チタンカップリング剤
等が挙げられる。より好ましく用いられるのはシランカップリング剤であり、下記一般式
（１）で示される構造のシラン化合物が特に好ましい。
【００９３】
　一般式（１）　：　ＲｍＳｉＹｎ

（上記式（１）中、Ｒはアルコオキシ基を示し、ｍは１から３の整数を示し、Ｙはアルキ
ル基、ビニル基、グリシドキシ基、メタクリル基の如き炭化水素基を示し、ｎは１から３
の整数を示す。）
【００９４】
　上記シランカップリング剤の具体例としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシラン、γ－メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルト
リアセトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、イソブチ
ルトリメトキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、トリメ
チルメトキシシラン、ヒドロキシプロピリトリメトキシシラン、フェニルトリメトキシシ
ラン、フェネチルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキサデシルトリメトキシシラン、ｎ－オク
タデシルトリメトキシシラン等が挙げられる。
【００９５】
　上記酸化処理皮膜は、磁性体表面のみ選択的に酸化させ粒子表面を酸化皮膜によって覆
うことによって防錆処理が施される。
　上記樹脂皮膜処理は、溶媒中に溶解させた樹脂中に磁性体を分散させ、溶媒を蒸発乾固
させた後、熱処理することによって防錆処理が施される。
　上記金属皮膜処理は、粒子表面に金，白金等の酸化しにくい金属をスパッタ法等で蒸着
させ金属皮膜を形成することによって防錆処理が施される。
【００９６】
－着色剤－
　本実施形態に係る疎水性粒子には、高分子化合物の着色を目的として、更に顔料、カー
ボンブラック、染料などの着色剤を含んでもよい。その場合には、疎水性粒子の製造工程
において、磁性体が分散された単量体等の混合物に前記各添加剤を含ませてもよいし、磁
性体および前記単量体等とともにあらかじめ混合し、磁性体の分散処理と前記各添加剤の
分散処理とを共に行ってもよい。
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【００９７】
　前記着色剤としては、例えば、ベンガラ、紺青、酸化チタン、酸化クロム等の無機顔料
；ファストイエロー、ジスアゾイエロー、ピラゾロンレッド、キレートレッド、ブリリア
ントカーミン、パラブラウン、ニトロソグリーン等のアゾ顔料；銅フタロシアニン、無金
属フタロシアニン、フタロシアニングリーン等のフタロシアニン顔料；フラバントロンイ
エロー、ジブロモアントロンオレンジ、ペリレンレッド、キナクリドンレッド、ジオキサ
ジンバイオレット、等の縮合多環系顔料；などが挙げられる。
【００９８】
　本実施形態に係る疎水性粒子は、マゼンタ、イエロー、シアン、レッド、グリーンなど
の着色用の顔料等が好適に用いられる。
　より具体的には、クロムイエロー、ハンザイエロー、ベンジジンイエロー、スレンイエ
ロー、キノリンイエロー、パーマネントイエローＦＧＬ、パーマネントオレンジＧＴＲ、
ピラロゾンオレンジ、バルカンオレンジ、ウオッチヤングレッド、パーマネントレッド、
デュポンオイルレッド、リソールレッド、ローダミンＢレーキ、レーキレッドＣ、ローズ
ベンガル、アニリンブルー、ウルトラマリンブルー、カルコオイルブルー、メチレンブル
ークロライド、フタロシアニンブルー、ＰＶファストブルー、フタロシアニングリーン、
マラカイトグリーンオクサレート、クロムグリーン、ビリジアン、エメラルドグリーン、
ヘリオジェングリーン、ピグメントグリーンＢ、マラカイトグリーンレーキ、ファナルイ
グリーン、ファナルイエローグリーン、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｙｅｌｌｏｗ　１、２
、３、１２、１３、１４、１６、１７、７３、７４、７５、８３、９３、９５、９７、９
８、１１４、１２０、１２８、１２９、１５１、１５４、１７５，１８０，１８１，１９
４、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ ５、７、９、１１、１２、４８、４８：１、５７、
５７：１、８１、９７、１１２、１２２、１２３、１４６、１４９、１６８、１７７，１
８０、 １８４、１９２、２０２、２０９、２１３、２１５、２１６、２１７、２２０、
２２３、２２４、２２６、２２７、２２８、２３８、２４０、２５４、２５５、２６４、
２７０、２７２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｇｒｅｅｎ ７、３６、８、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍ
ｅｎｔ Ｂｌｕｅ １５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、１５：６、１６など
の種々の顔料などを例示することができ、これらを１種または２種以上を併せて使用され
る。
　これらの中でも特に好ましい顔料としては、疎水性粒子が水を吸収して膨潤していても
、溶出して顔料濃度が低下しにくいとの観点から、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏ
ｗ　１７，７４，１８０、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ５７：1，１２２，Ｃ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７，３６，８、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ１５：
１，１５：２，１５：３，１５：４が挙げられる。
【００９９】
　本実施形態に係る疎水性粒子において、前記着色剤の含有量としては、高分子化合物１
００質量部に対して、１質量部以上３０質量部以下が好ましいが、また、必要に応じて表
面処理された着色剤を使用したり、顔料分散剤を使用することも有効である。前記色材の
種類を選択することにより、イエロートナー、マゼンタトナー、レッドトナー、グリーン
トナー等が得られる。
【０１００】
－その他の成分－
　本実施形態に係る疎水性粒子には、更に目的に応じて、離型剤、無機粒体、滑剤、研磨
材などの成分を含有させてもよい。ここで用いる離型剤としては、例えば、ポリエチレン
、ポリプロピレン、ポリブテン等の低分子量ポリオレフィン類； 加熱により軟化点を有
するシリコーン類；オレイン酸アミド、エルカ酸アミド、リシノール酸アミド、ステアリ
ン酸アミド等の脂肪酸アミド類；ラウリルアルコール、ステアリルアルコール、ベヘニル
アルコール等の長鎖脂肪族アルコール類；カルナウバワックス、ライスワックス、キャン
デリラワックス、木ロウ、ホホバ油等の植物系ワックス；ミツロウ等の動物系ワックス；
モンタンワックス、オゾケライト、セレシン、パラフィンワックス、マイクロクリスタリ
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ンワックス、フィッシャートロプシュワックス等の鉱物・石油系ワックス；およびそれら
の変性物などが挙げられる。
【０１０１】
－疎水性粒子の製造方法－
　疎水性粒子を得るには、公知の方法が利用され、例えば、懸濁重合法、乳化重合法、分
散重合法、シード重合法、混練粉砕法等が好適に用いられる。さらに、膜乳化法として知
られる乳化方法を使って懸濁重合してもよい。
　具体的に、例えば前記懸濁重合法により疎水性粒子を作製する場合には、まず前記高分
子化合物を構成するモノマー、磁性体、着色剤、さらに架橋剤、重合開始剤等を加えた混
合物を調製する。
【０１０２】
　架橋剤としては、公知の架橋剤を選択して用いることができ、好適なものとしては、例
えばジビニルベンゼン、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、メチレンビス（メタ）アクリルアミド、グリシジル（メタ
）アクリレート、メタクリル酸２－（［１’－メチルプロピリデンアミノ］カルボキシア
ミノ）エチル等が挙げられる。これらの中でも、ジビニルベンゼン、エチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレートがより望ましく
、更には、ジビニルベンゼンが特に好適である。また、重合開始剤としては、アゾ系重合
開始剤、過酸化物系開始剤等が好適なものとして挙げられるが、中でも油溶性開始剤が望
ましい。
【０１０３】
　以上の各単量体等を含む混合物の作製方法としては、例えば、まず前記単量体、重合開
始剤およびその他の必要な成分とを混合して単量体等の混合液を作製する。混合の方法は
特に制限されない。
　次いで、これに磁性体を分散させる。上記混合液への磁性体の分散には公知の方法が適
用される。すなわち、例えばボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル等の分
散機が使用される。なお、あらかじめ単量体成分を別途重合し、得られた重合体に磁性体
を分散させる場合には、ロールミル、ニーダー、バンバリーミキサー、エクストルーダー
等の混練機が使用される。
　なお、混合物の作製方法としては、上記に限られず、例えば前記混合液作製の際に磁性
体を混合したものを用いて、この段階で磁性体を含有させてもよいし、前記単量体、磁性
体等を一度に混合して混合物としてもよい。
【０１０４】
　次に、前記モノマー等を含む混合物の水性媒体への懸濁を行う。懸濁は、例えば以下の
ようにして行われる。
　すなわち、無機塩類などの塩を溶解し且つ分散安定剤を存在させた水性媒体中に、前記
混合物を投入し、懸濁させる。懸濁の方法としては、公知の懸濁方法が利用される。例え
ば、ミキサーのごとく、特殊な攪拌羽根を高速で回転させ水性媒体中に単量体等を懸濁さ
せる方法、ホモジナイザーとして知られるローター・ステーターの剪断力で懸濁する方法
、超音波によって懸濁する方法等の機械的な懸濁方法が挙げられる。
【０１０５】
　次いで、前記懸濁させた単量体および磁性体等を含む粒子を懸濁重合させることにより
疎水性粒子を得る。重合反応は、大気下だけでなく、加圧下においても行われるが、これ
らその他の反応条件は、必要に応じて適用されるもので、特に限定されるものではない。
　反応条件としては、例えば、大気圧下で、前記懸濁粒子が分散した懸濁液を攪拌しなが
ら、４０℃以上１００℃以下の反応温度で１時間以上２４時間以下反応させることが、８
０％以上の収率で重合体粒子を得る等の観点から好適である。
【０１０６】
　本実施形態に係る粒子分散液中における上記疎水性粒子の濃度は０．５質量％以上４０
質量％以下の範囲とすることが望ましく、１質量％以上２０質量％以下の範囲とすること
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がより好適である。
【０１０７】
－アセチレングリコール系界面活性剤－
　本実施形態にかかる粒子分散液は、アセチレングリコール系界面活性剤を含有する。該
アセチレングリコール系界面活性剤の具体例としては、ポリオキシエチレンアセチレング
リコールエーテル（市販品としてはサーフィノール４６５：日信化学工業社製、ダイノー
ル６０４：日信化学工業社製）等が挙げられる。
【０１０８】
　前述の通り、アセチレングリコール系界面活性剤が、アクリル系樹脂を含む前記疎水性
粒子に吸着することにより、該粒子が水を取り込んで膨潤する。
【０１０９】
　本実施形態に係る粒子分散液における前記アセチレングリコール系界面活性剤の含有量
は、０．１質量％以上５質量％以下であることが望ましく、更には０．２質量％以上４質
量％以下であることがより望ましく、０．５質量％以上２質量％以下であることが特に望
ましい。
　０．１質量％以上であることにより粒子が効率的に膨潤し、一方５質量％以下であるこ
とにより粒子分散液中において残渣として残る界面活性剤を効果的が低減される。
【０１１０】
　また、上記アセチレングリコール系界面活性剤のほかに、更に他の界面活性剤を併用し
てもよい。他の界面活性剤としては、アニオン系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤、カ
チオン系界面活性剤、両性界面活性剤等、いずれの公知の界面活性剤も使用される。
【０１１１】
　アニオン性界面活性剤としては、例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルフ
ェニルスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エス
テルの硫酸エステル塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸塩、高級アルコールエーテルの
硫酸エステル塩およびスルホン酸塩、高級アルキルスルホコハク酸塩、高級アルキルリン
酸エステル塩、高級アルコールエチレンオキサイド付加物のリン酸エステル塩等が挙げら
れる。
【０１１２】
　ノニオン性界面活性剤としては、例えば、ポリプロピレングリコールエチレンオキサイ
ド付加物、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル（ポリオキシエチレンノニルフ
ェニルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンド
デシルフェニルエーテル等）、ポリオキシエチレンアルキルエーテル（ポリオキシエチレ
ンオレイルエーテル、ポリオキシエチレンセチルエーテル、ポリオキシエチレンラウリル
エーテル等）、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪
酸エステル、脂肪酸アルキロールアミド等が挙げられる。
【０１１３】
　カチオン性界面活性剤としては、例えば、テトラアルキルアンモニウム塩、アルキルア
ミン塩、ベンザルコニウム塩、アルキルピリジウム塩、イミダゾリウム塩等が挙げられる
。
【０１１４】
　両性界面活性剤としては、例えば、アルキルジメチルアミンオキシド、アルキルカルボ
キシベタイン等が挙げられる。
【０１１５】
　他の界面活性剤としては、前述のほか、例えば、ポリシロキサンオキシエチレン付加物
等のシリコーン系界面活性剤；パーフルオロアルキルカルボン酸塩、パーフルオロアルキ
ルスルホン酸塩、オキシエチレンパーフルオロアルキルエーテル等のフッ素系界面活性剤
；スピクリスポール酸やラムノリピド、リゾレシチン等のバイオサーファクタント；等も
挙げられる。
【０１１６】
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－水（水性媒体）－
　本実施形態に係る粒子分散液には、少なくとも水を含んだ水性媒体が含有される。水と
しては、蒸留水、イオン交換水、超純水等、精製した水が挙げられる。水性媒体には、必
要に応じて、疎水性粒子の分散性の維持等を目的とした分散剤、蒸発性制御や界面特性制
御等を目的とした水溶性有機溶媒、その他の添加剤等を含んでもよい。
【０１１７】
－分散剤－
　分散剤としては、親水性構造部と疎水性構造部とを有する重合体であれば有効に用いら
れる。例えば、スチレン－スチレンスルホン酸共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体
、スチレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－アクリル酸共重合体、ビニルナフタレン
－マレイン酸共重合体、ビニルナフタレン－メタクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－
アクリル酸共重合体、アクリル酸アルキルエステル－アクリル酸共重合体、メタクリル酸
アルキルエステル－メタクリル酸、スチレン－メタクリル酸アルキルエステル－メタクリ
ル酸共重合体、スチレン－アクリル酸アルキルエステル－アクリル酸共重合体、スチレン
－メタクリル酸フェニルエステル－メタクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸シク
ロヘキシルエステル－メタクリル酸共重合体等が挙げられ、これら共重合体は、ランダム
、ブロックおよびグラフト共重合体等いずれの構造でもあってもよい。
【０１１８】
　また、これらの重合体は、分散性や水溶性等を向上させるために、ポリオキシエチレン
基、水酸基を有するモノマー、カチオン性の官能基を有するモノマーを共重合してもよく
、親水基が酸性基である重合体においては塩基性の化合物との塩構造であってもよい。
【０１１９】
－水溶性有機溶媒－
　水溶性有機溶媒は、水に添加したときに２相に分離しない有機溶剤のことを言い、具体
的には、例えば、一価もしくは多価のアルコール類、含窒素溶媒、含硫黄溶媒、その他そ
の誘導体等が挙げられる。
【０１２０】
　多価アルコール類としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プ
ロピレングリコール、ブチレングリコール、トリエチレングリコール、１，５－ペンタン
ジオール、１，２，６－ヘキサントリオール、グリセリン等が挙げられる。
　多価アルコール誘導体としては、例えば、エチレングリコールモノメチルエーテル、エ
チレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチ
レングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチ
レングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロ
ピレングリコールモノブチルエーテル、ジグリセリンのエチレンオキサイド付加物等が挙
げられる。
　一価のアルコール類としては、例えば、エタノール、イソプロピルアルコール、ブチル
アルコール、ベンジルアルコール等が挙げられる。
【０１２１】
　含窒素溶媒としては、例えば、ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロヘキ
シルピロリドン、トリエタノールアミン等が挙げられる。
　硫黄溶媒としては、例えば、チオジエタノール、チオジグリセロール、スルホラン、ジ
メチルスルホキシド等が挙げられる。
　水溶性有機溶媒として、上記に挙げられるもの他に、炭酸プロピレン、炭酸エチレン等
が挙げられる。
　水溶性有機溶媒を添加する場合の添加量は、分散媒全体に対し３０質量％以下が望まし
く、１０質量％以下がより好適である。
【０１２２】
－その他の添加剤－
　水性媒体は、導電率、インクのｐＨの調整等を目的として、水酸化カリウム、水酸化ナ
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トリウム、水酸化リチウム等のアルカリ金属類の化合物；水酸化アンモニウム、トリエタ
ノールアミン、ジエタノールアミン、エタノールアミン、２－アミノ－２－メチル－１－
プロパノール等の含窒素化合物；水酸化カルシウム等のアルカリ土類金属類の化合物；硫
酸、塩酸、硝酸等の酸；硫酸アンモニウム等の強酸と弱アルカリの塩；等を添加してもよ
い。
【０１２３】
　また、その他に、必要に応じて、防カビ、防腐、防錆等を目的として安息香酸、ジクロ
ロフェン、ヘキサクロロフェン、ソルビン酸等を添加してもよい。また、酸化防止剤、粘
度調整剤、導電剤、紫外線吸収剤、キレート化剤等を添加してもよい。
【０１２４】
（粒子分散液の製造方法）
　本実施形態に係る粒子分散液の製造は、以下の手順により行われるが、これに限られる
ものではない。
　まず、主溶媒の水と、アセチレングリコール系界面活性剤と、その他必要に応じて前記
各添加剤等と、を含む分散媒をマグネチックスターラー等により調製し、これに前記アク
リル系樹脂を含む疎水性粒子を分散させる。
　分散には公知の方法が適用される。すなわち、ボールミル、サンドミル、アトライター
、ロールミル等の分散機が使用される。また、ミキサーのごとく、特殊な攪拌羽根を高速
で回転させ分散させる方法、ホモジナイザーとして知られるローター・ステーターの剪断
力で分散する方法、超音波によって分散する方法等が挙げられる。
【０１２５】
　液中で疎水性粒子同士が単独の分散状態になったことを分取した分散液の顕微鏡観察等
により確認し、その後、防腐剤等の添加物を加えて完全に溶解していることを確認した後
、得られた分散液を、例えば孔径１００μｍのメッシュを用いて濾過し、ゴミおよび粗大
粒子を除去することにより画像形成用記録液が得られる。
【０１２６】
（粒子分散液の特性）
　－膨潤状態と乾燥状態とにおける粒子径の比－
　前述の通り、本実施形態に係る粒子分散液において、アセチレングリコール系界面活性
剤が吸着した前記疎水性粒子の、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における粒子
径は、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２倍以下である。この比が１．１倍未満で
あると膨潤状態が十分でないため低いエネルギーでの定着が難しくなり、一方この比が２
倍を超える場合、粒子の強度が十分に得られないため溶液中で微粉化してしまうことがあ
る。
　また、上記比は、更に１．１倍以上１．８倍以下であることがより好ましく、１．１倍
以上１．５倍以下であることが特に好ましい。
【０１２７】
－粒子分散液の表面張力－
　粒子分散液の表面張力は、特に液体マグネトグラフィー等の画像形成用の現像剤として
用いる場合には、１５ｍＮ／ｍ以上４２ｍＮ／ｍ以下が望ましく、１８ｍＮ／ｍ以上４１
ｍＮ／ｍ以下がより望ましく、１９ｍＮ／ｍ以上３９ｍＮ／ｍ以下が特に望ましい。
【０１２８】
－粒子分散液の粘度－
　また粒子分散液の粘度は、特に液体マグネトグラフィー等の画像形成用の現像剤として
用いる場合には、０．９ｍＰａ・ｓ以上１０．０ｍＰａ・ｓ以下が望ましく、０．９ｍＰ
ａ・ｓ以上５ｍＰａ・ｓ以下がより望ましく、０．９ｍＰａ・ｓ以上４ｍＰａ・ｓ以下が
特に望ましい。
【０１２９】
＜粒子＞
　本実施形態に係る粒子は、前述の通り、（メタ）アクリル系樹脂と、アセチレングリコ
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ール系界面活性剤と、を少なくとも含有し、また顔料等の着色剤、磁性体等を含有する。
また、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態における粒子径が、乾燥状態における粒
子径の１．１倍以上２倍以下であることを特徴とする。
　本実施形態に係る粒子に含有される（メタ）アクリル系樹脂、アセチレングリコール系
界面活性剤、着色剤および磁性体等の組成物としては、前記本実施形態に係る粒子分散液
の説明において列挙されたものがそのまま用いられる。
【０１３０】
　尚、本実施形態に係る粒子における前記アセチレングリコール系界面活性剤の含有量は
、０．０１質量％以上２０質量％以下であることが望ましく、更には０．１質量％以上１
０質量％以下であることがより望ましく、０．５質量％以上１０質量％以下であることが
特に望ましい。
　０．０１質量％以上であることにより粒子が効率的に膨潤し、一方２０質量％以下であ
ることにより粒子分散液中において残渣として残る界面活性剤を効果的が低減される。
【０１３１】
（粒子の製造方法）
　本実施形態に係る粒子は、前記本実施形態に係る粒子分散液を乾燥し水を含む水性媒体
を蒸発させることによって製造される。尚、該粒子分散液の製造方法は前述の通りである
。
【０１３２】
　また、その他にも、以下の方法によっても本実施形態に係る粒子が得られる。
・混練粉砕法
　前述の疎水性粒子の製造方法において、疎水性粒子を混練粉砕法によって製造する場合
に、粉砕前にオイル状のアセチレングリコール系界面活性剤を練り込み、その後粉砕を行
うことにより本実施形態に係る粒子が得られる。
【０１３３】
（粒子の特性）
　－膨潤状態と乾燥状態とにおける粒子径の比－
　前述の通り、本実施形態に係る粒子は、水を飽和状態にまで吸収して膨潤した状態にお
ける粒子径が、乾燥状態における粒子径の１．１倍以上２倍以下である。この比が１．１
倍未満であると膨潤状態が十分でないため低いエネルギーでの定着が難しくなり、一方こ
の比が２倍を超える場合、粒子の強度が十分に得られないため溶液中で微粉化してしまう
ことがある。
　また、上記比は、更に１．１倍以上１．８倍以下であることがより好ましく、１．１倍
以上１．５倍以下であることが特に好ましい。
【０１３４】
＜プロセスカートリッジ、画像形成装置＞
　前述の通り、本実施形態に係る粒子分散液および粒子は画像形成用の現像剤として好適
に用いられ、特に液体マグネトグラフィー用の液体現像剤として好適に用いられる。
【０１３５】
　ここで、本実施形態の画像形成装置として、液体マグネトグラフィー方式の画像形成装
置について説明する。ここで、液体マグネトグラフィー方式とは、文字や画像などのパタ
ーン状の磁気潜像を形成し、それを液体中に磁性トナー（前述の本実施形態における疎水
性粒子）を分散した液体現像剤によって可視化しハードコピーを得る方式である。
【０１３６】
　本実施形態の画像形成装置は、具体的には、磁気潜像保持体（以下、「像保持体」とい
う場合がある）と、前記磁気潜像保持体上に磁気潜像を形成する磁気潜像形成装置と、現
像剤（粒子分散液）を貯留する現像剤貯留装置と、前記磁気潜像が形成された前記磁気潜
像保持体に前記現像剤を供給しトナー像として顕像化する現像剤供給装置と、前記トナー
像を記録媒体に転写する転写装置と、前記磁気潜像保持体上の前記磁気潜像を消磁する消
磁装置と、を有することを特徴とする。
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【０１３７】
　本実施形態では、像保持体の表面が撥水性を有することが望ましい。本実施形態で用い
られる現像剤は、上記の通り、水を含む分散媒を用いる。よって、像保持体の表面が撥水
性を有することにより、現像の際に現像剤が像保持体と接触しても分散媒が像保持体に転
移しにくく、分散媒を像保持体上に残さない状態でトナー像が記録媒体に転写される。し
たがって、像保持体上の残留溶媒を除去するためのスクイズローラ等が不要であり、トナ
ー像が転写された記録媒体もほとんど乾燥させる必要がない。
【０１３８】
　さらに、現像剤が上記構成を有するため、現像の際には、分散媒が像保持体表面に濡れ
広がることはなく、磁性トナー（前述の本実施形態における疎水性粒子）は、像保持体と
の接触により磁気潜像領域のみに磁気力で転移するため、画像かぶりの発生しにくい現像
環境がつくり出される。
【０１３９】
　図１は、本実施形態の画像形成装置の一例を示す概略構成図である。画像形成装置１０
０は、磁気ドラム（磁気潜像保持体）１０、磁気ヘッド（磁気潜像形成装置）１２、現像
装置（現像剤貯留装置および現像剤供給装置）１４、中間転写体（転写装置）１６、クリ
ーナ１８、消磁装置２０、転写定着ローラ（転写装置）２８を含んで構成される。磁気ド
ラム１０は円柱形状を有し、該磁気ドラム１０の外周に磁気ヘッド１２、現像装置１４、
中間転写体１６、クリーナ１８および消磁装置２０が順次に設けられている。
　以下、この画像形成装置１００の動作について簡単に説明する。
【０１４０】
　まず、磁気ヘッド１２が、例えば図示しない情報機器と接続され、該情報機器から送ら
れた２値化された画像データを受ける。磁気ヘッド１２は、磁気ドラム１０の側面上を走
査しながら磁力線を放出することによって、磁気ドラム１０に磁気潜像２２を形成する。
なお、図１では磁気潜像２２は磁気ドラム１０における斜線を付した部分で示される。
　現像装置１４は、現像ローラ（現像剤供給装置）１４ａと現像剤貯蔵容器（現像剤貯留
装置）１４ｂとを含んで構成される。現像ローラ１４ａは、現像剤貯蔵容器１４ｂに貯蔵
される液体現像剤（現像剤）２４に一部が浸るようにして設けられる。
【０１４１】
　現像ローラ１４ａに供給された液体現像剤２４は、後述する規制部材によって一定の供
給量に制限された状態で磁気ドラム１０に搬送され、現像ローラ１４ａと磁気ドラム１０
とが近接（あるいは接触）する位置で磁気潜像２２に供給される。これによって磁気潜像
２２は顕像化されてトナー像２６となる。
【０１４２】
　上記現像されたトナー像２６は、図の矢印Ｂ方向に回転する磁気ドラム１０に搬送され
用紙（記録媒体）３０に転写されるが、本実施形態では、用紙３０に転写する前に、磁気
ドラム１０からのトナー像の剥離効率を含めた記録媒体への転写効率を向上させ、さらに
記録媒体への転写と同時に定着を行うため、一旦中間転写体１６にトナー像を転写する。
なお、本実施形態は中間転写体１６を用いる形態であるが、中間転写体１６を用いず、磁
気ドラム１０から直接トナー像を用紙３０に転写する形態でもよい。
【０１４３】
　中間転写体１６への転写は、磁性トナー（前述の本実施形態における疎水性粒子）が電
荷をほとんど有していないため、シアリング転写（非電界転写）により行うことが好適で
ある。具体的には、矢印Ｂ方向に回転する磁気ドラム１０と矢印Ｃ方向に回転する中間転
写体１６とを一定の接触部（移動方向の接触幅を有する接触面）を持って接触させ、トナ
ー像２６に対して磁気ドラム１０との磁気力以上の吸着力により中間転写体上にトナー像
２６を移行させる。このとき、磁気ドラム１０および中間転写体１６間に周速差を設けて
もよい。
【０１４４】
　次いで、中間転写体１６により矢印Ｃ方向に搬送されたトナー像２６は、中間転写体１
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６と転写定着ローラ２８との接触位置において用紙３０に転写され、同時に定着される。
具体的には、転写定着ローラ２８および中間転写体１６によって用紙３０を挟み、中間転
写体１６上のトナー像２６を用紙３０に密着させることにより、転写されると同時に定着
される。
　トナー像の定着は、トナーの特性により加圧によってのみ行ってもよいし、転写定着ロ
ーラ２８に発熱体を設けて加圧および加熱により行ってもよい。
【０１４５】
　一方、中間転写体１６にトナー像２６を転写した磁気ドラム１０では、転写残トナーが
クリーナ１８との接触位置まで運ばれ、クリーナ１８によって回収される。クリーニング
後、磁気潜像２２を保持したまま磁気ドラム１０は消磁位置まで回転移動する。
　消磁装置２０は、磁気ドラム１０に形成された磁気潜像２２を消去する。前記クリーナ
１８と消磁装置２０とによって磁気ドラム１０は画像形成前の磁性層の帯磁状態にばらつ
きがない状態に戻される。以上の動作を繰返すことによって、前記情報機器から次々に送
られてくる画像を連続的に短時間で形成する。なお、上記画像形成装置１００に備えられ
る磁気ヘッド１２、現像装置１４、中間転写体１６、転写定着ローラ２８、クリーナ１８
および消磁装置２０は、すべて磁気ドラム１０の回転速度と同期をとって動作されている
。
【０１４６】
　次に、本実施形態の画像形成装置の各構成を順次説明する。
【０１４７】
（磁気潜像保持体）
　磁気ドラム（磁気潜像保持体）１０の構成は、例えばアルミニウムなどの金属でできた
ドラム上に、Ｎｉ、Ｎｉ－Ｐなどの下地層をおよそ１μｍ以上３０μｍ以下の厚さで形成
し、この上にＣｏ－Ｎｉ、Ｃｏ－Ｐ、Ｃｏ－Ｎｉ－Ｐ、Ｃｏ－Ｚｎ－Ｐ、Ｃｏ－Ｎｉ－Ｚ
ｎ－Ｐなどの磁気記録層を０．１μｍ以上１０μｍ以下程度の厚さで形成し、更にＮｉ、
Ｎｉ－Ｐなどの保護層を０．１μｍ以上５μｍ以下程度の厚さで形成する。下地層のメッ
キにピンホールなどの欠陥があると、磁気記録層にも欠陥ができてしまうので細密でむら
のないメッキを行うことが好適である。メッキ以外にも、スパッタや蒸着などの方法もあ
る。更に、下地層および保護層については、非磁性であることが望ましい。各層の表面は
テープ研磨などで表面精度を保つことが、磁気潜像を形成する磁気ヘッド１２との間隙が
精度良く維持する上で好適である。
【０１４８】
　磁気記録層の膜厚は０．１μｍ以上１０μｍ以下の範囲とすることが望ましく、磁気記
録層の磁気特性は、保磁力が１６０００Ａ／ｍ以上８００００Ａ／ｍ以下（２００エルス
テッド以上１０００エルステッド（Ｏｅ）以下）程度、残留磁束密度を１００ｍＴ以上２
００ｍＴ以下（１０００ガウス以上２０００ガウス（Ｇ）以下）程度とすることが好適で
ある。
　以上は、水平磁気記録式の場合の磁気ドラム１０の構成であるが、垂直磁気記録式の場
合には、非磁性層の上にＣｏ－Ｎｉ－Ｐなどの記録層を設けた構成としたり、該記録層の
下に透磁率の高い軟磁性層を設けた構成としてもよく、いずれかに限定されるものではな
い。また磁気潜像保持体としては、本実施形態におけるドラム状のものに限られず、ベル
ト状に形成されたものでもよい。
【０１４９】
　本実施形態では、撥水性を有する磁気ドラム１０を用いることが望ましい。ここで撥水
性とは水をはじく性質のことを意味し、具体的には純水との接触角が７０度以上であるこ
とをいう。
　また、本実施形態では磁気ドラム１０の純水に対する接触角が、７０度以上であること
が望ましく、１００度以上であることがより望ましい。接触角が７０度に満たないと、後
述する水性媒体を使用した液体現像剤により現像を行っても、現像後に磁気ドラム上に液
体が残存したり画像かぶりが発生したりする場合がある。
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【０１５０】
　なお、上記磁気ドラム１０表面の接触角は、接触角計（協和界面科学（株）製：ＣＡ－
Ｘ)を用い、２５℃、５０％ＲＨの環境下で、純水を磁気ドラムの表面に３．１μｌ滴下
し、１５秒後の接触角を求めた。なお、測定は端部、中央部で周方向に４点測定し、これ
らの平均値を接触角とした。
【０１５１】
　磁気ドラム１０の表面を上記好適な接触角を有する表面とするには、前記のようにして
構成される磁気ドラム表面に表面コートを行うことが望ましい。
　上記表面コートとしては、フッ素潤滑めっき、フッ素原子やシリコン原子を含有するポ
リマーを用いたコーティング等が挙げられる。フッ素潤滑メッキとは、無電解ニッケルめ
っきにフッ素樹脂（ポリ四弗化エチレン：ＰＴＦＥ）を複合・共析させた機能めっきであ
り、形成される皮膜中にはＰＴＦＥ粒子が析出しており無電解ニッケルめっきとＰＴＦＥ
樹脂の両特性を兼ね備える。
　また、前記フッ素原子やシリコン原子を含有するポリマーを使用したコーティングとし
ては、例えば、含フッ素環状構造を有するポリマー、フルオロオレフィンとビニルエーテ
ルとの共重合体、光重合型フッ素樹脂組成物等を前記保護層表面に塗布してもよいし、該
保護層表面にフッ素原子含有ポリマーをスパッタリングし全面を被覆してもよい。
【０１５２】
　これらのうちでは、下層のめっき層との密着性や耐久性等の観点から、フッ素潤滑めっ
きが好適である。なお、上記フッ素潤滑めっきやフッ素樹脂コーティングは、前記保護層
を形成した上に行ってもよいし、フッ素潤滑めっき等により形成した層をそのまま保護層
としてもよい。
　表面コートにより形成される表面層の膜厚は０．１μｍ以上５μｍ以下とすることが望
ましく、０．３μｍ以上３μｍ以下とすることがより望ましい。
【０１５３】
（磁気潜像形成装置）
　磁気潜像形成装置（磁気潜像形成装置）は、基本的には磁気ヘッド１２とその駆動回路
から成る。磁気ヘッド１２には、おもにフルライン型磁気ヘッドとマルチチャンネル型磁
気ヘッドがあり、フルライン型磁気ヘッドの場合には磁気ヘッド１２を走査する必要はな
いが、マルチチャンネル型磁気ヘッドの場合には磁気ドラム１０に対して磁気ヘッド１２
を走査する必要がある。走査の方法にはシリアル走査とヘリカル走査とがあり、ヘリカル
走査の方は潜像形成工程だけ特別に磁気ドラム１２の回転速度を変更してやれば記録速度
を速くし得る。
【０１５４】
　一方、フルライン型磁気ヘッドの場合としては、例えば解像度６００ｄｐｉとするとＡ
４サイズの紙の幅方向の記録幅をカバーするためには５００チャネル程度のヘッドが必要
である。それらを並べてフルライン化すればヘッドを走査する必要がなく極めて高速で記
録される。また上記フルライン化するためには、ヘッドコアとヘッドコアとの重ね合わせ
が必要になるが、高解像度になるにしたがいトラックピッチも狭くなるためヘッドコアに
挿入されるコイルも可能な限り薄いもの、例えば平面状のシートコイルが用いられる。
【０１５５】
　磁気ヘッド１２の各チャンネルのコイルに電流を流すことにより磁極先端部から漏洩磁
束が生じ、これにより磁気記録媒体を磁化することによって磁気潜像を形成する。磁気ヘ
ッド１２からの出力は、磁気ドラム１０における磁気記録層の保磁力の２から３倍必要で
ある。ここで形成した磁気潜像は消磁装置２０で消去しない限り消えることはなく、現像
、転写、定着、クリーニングの各工程を繰り返せば多数枚のコピー機能を有する。また、
磁気潜像は湿度の影響を受けにくいため、静電式に比べ環境安定性に優れている。
【０１５６】
（現像剤貯留装置、現像剤供給装置）
　図２に、図１における現像領域を拡大した模式図を示す。
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　現像装置（現像剤供給装置）１４は、現像剤貯蔵容器１４ｂと、現像剤貯蔵容器１４ｂ
内に貯留された液体現像剤２４をトナー供給領域（以下、「供給領域」という場合がある
）において磁気ドラム１０へ供給する現像ローラ１４ａとを具備する。図２に示すように
、現像ローラ１４ａはその周面上に層状の液体現像剤２４を保持し、磁気ドラム１０に対
し離間位置に配置されている（例えば、この磁気ドラムおよび現像装置によりプロセスカ
ートリッジが構成される）。また供給領域の上流位置に液体現像剤２４の層厚を定められ
たの厚さに維持する規制部材１３が配置されている。規制部材１３は現像ローラ１４ａの
軸線方向へ全幅にわたって延びる板状の部材であり、その一縁部が所望のトナー層厚に対
応した定められた距離だけ現像ローラ１４ａの周面から離間するよう配置されている。
【０１５７】
　現像装置１４では、トナー粒子（疎水性粒子）２６ａと水性媒体（分散媒）とを含む液
体現像剤２４が現像剤貯蔵容器１４ｂに貯留されている。現像ローラ１４ａには液体現像
剤２４が供給される。また、必要に応じて、例えば、現像剤貯蔵容器１４ｂ内に撹拌部材
を設け、定められた回転速度で撹拌し続けてもよい。
　なお、図２には示してないが、上記液体現像剤の現像ローラ１４ａへの供給のために、
現像ローラ１４ａに接触あるいは近接して回転する供給ローラを具備してもよい。
【０１５８】
　現像ローラ１４ａは、例えばその内部にＳ極の磁極とＮ極の磁極とを含む複数の磁極を
周方向へ備え、これら磁極は現像ローラ１４ａと共に回転しないよう固定されている。こ
れら磁極の一つは特に規制部材１３および前記供給領域間に配設されている。したがって
、現像ローラ１４ａに保持された磁性トナーを含む液体現像剤２４は、これらの磁極の磁
力線（現像磁場）によって保持され磁気ドラム１０方向へ搬送される。
　なお、現像ローラ１４ａとしては、ローラ表面そのものに液体現像剤の搬送力があれば
、磁性ローラである必要はなく、例えばアニロックスローラやスポンジローラなども使用
される。
【０１５９】
　規制部材１３は、前記のように現像ローラ１４ａが現像剤貯蔵容器１４ｂの液体現像剤
２４を保持してから、磁気ドラム１０に供給するまでの位置に設けられる。規制部材１３
と現像ローラ１４ａとによって形成される間隙で磁気潜像２２に供給される液体現像剤２
４の量が決定される。材質としては、ゴムやりん青銅などが好適である。規制部材１３に
よって一定の供給量に制限された液体現像剤２４が磁気ドラム１０に搬送され、磁気潜像
２２に供給される。これによって磁気潜像２２は顕像化されトナー像２６となる。
【０１６０】
　また前記現像に際しては、トナー粒子が磁性トナーであるため、現像ローラ１４ａに磁
場を印加しなくても現像が行われるが、より効率的な現像を行うために現像ローラ１４ａ
に磁場を印加してもよい。
【０１６１】
（転写装置、定着装置）
　現像装置１４で顕像化されたトナー像は、転写装置によって用紙３０に転写される。前
述のように、本実施形態では磁気ドラム１０から直接用紙上にトナー像を転写するのでは
なく、中間転写体１６に一旦転写した後、用紙３０に転写定着する方式を用いている。ま
ず、中間転写体１６への転写について説明する。
【０１６２】
　中間転写体１６は、磁気ドラム１０に接触してトナー像を転写する。転写方式としては
、一般に静電転写方式、圧力転写方式、これらを併用した静電圧力方式などがあるが、前
記のように、本実施形態ではトナー粒子が電荷を有していないため、静電転写方式や静電
圧力方式は使用できない。一方、前記圧力転写方式は、通常は磁気ドラム１０および転写
媒体間の圧力により、トナー像を塑性変形させながら転写媒体の表面に付着させ転写する
ものであり、シアリング転写と併用してもよい。
【０１６３】
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　本実施形態では、前記のように磁気ドラム１０上のトナー像２６に対して、磁気ドラム
１０との磁気力以上の吸着力により中間転写体上にトナー像２６を移行させるため、中間
転写体１６に粘着性を持たせて粘着転写を行うことが好適である。このため、中間転写体
１６の表面には例えば低硬度シリコーンゴム層を形成することが望ましい。
【０１６４】
　次いで、中間転写体１６に転写されたトナー像２６は用紙に転写される。
　図１における中間転写体１６を挟んで磁気ドラム１０の反対側には、転写定着ローラ２
８が中間転写体１６に対して接触部を形成するように配置されており、中間転写体１６上
のトナー像２６にタイミングを合わせて、用紙３０が中間転写体１６および転写定着ロー
ラ２８間の接触部へ送給される。転写定着ローラ２８は、例えば、ステンレス基体、シリ
コーンゴム層、フッ素ゴム層により構成されており、接触部を通過する用紙３０を中間転
写体１６に押圧することにより、中間転写体１６上のトナー像が用紙３０に転写される。
【０１６５】
　本実施形態では、上記中間転写体１６から用紙３０にトナー像２６が転写されると同時
に、該トナー像２６が用紙３０に定着される構成となっている。具体的には、中間転写体
１６が図１に示すようにローラ形状であれば、転写定着ローラ２８とローラ対を構成する
ため、中間転写体１６、転写定着ローラ２８が各々定着装置における定着ローラ、押圧ロ
ーラに準じた構成となって定着機能が発揮される。すなわち、用紙３０が前記接触部を通
過する際、トナー像２６が転写されると同時に転写定着ローラ２８により中間転写体１６
に対して押圧され、これにより、トナー像２６を構成するトナー粒子が軟化すると共に用
紙３０の繊維中に浸潤して定着像２９が形成される。
【０１６６】
　なお、上記の通り、例えば転写定着ローラ２８に発熱体を設け、前記発熱体によりトナ
ー像を加熱することにより、トナー像が溶融し用紙３０の繊維の中まで入り込み固着して
定着像２９が形成されてもよい。この状態では、用紙３０を折り曲げたり、粘着テープを
貼った後剥しても定着像２９が剥がれることはない。
【０１６７】
　なお、本実施形態では用紙３０への転写と同時に定着を行っているが、転写工程と定着
工程とを別々として、転写を行った後に定着を行ってもよい。この場合には、磁気ドラム
１０からトナー像を転写する転写ローラが、前記中間転写体１６に準じた機能を有するこ
ととなる。
【０１６８】
（クリーナ）
　一方、前記磁気ドラム１０から中間転写体１６へのトナー像の転写効率が１００％に至
らない場合には、転写後の磁気ドラム１０上にトナー像２６の一部分が残留することにな
る。これを除去するのがクリーナ１８であり、基本的に、ゴムなどのクリーニングブレー
ドと残留磁性トナーの容器とから構成される。
　なお、転写効率が１００％に近く、残留トナーが問題とならない場合は、クリーナ１８
は設ける必要がない。
【０１６９】
（消磁装置）
　再度新しい画像形成を行なう場合には、磁気ヘッド１２で磁気潜像を形成する前に磁気
潜像を消去する必要がある。消磁装置２０には、永久磁石式と電磁石式との２通りがある
。永久磁石式の場合には、磁気ドラム１０の円周方向に磁化して局所的に磁束が漏洩しな
いようにするもので、電力等のエネルギーが不要で安価である。ただし、磁気潜像を消去
しない場合には、消磁装置２０を磁気ドラム１０に対して移動させ磁気的な距離を大きく
して消去磁界を弱くする必要がある。これに対して電磁石式は、ヨークとコイルとから成
り電流を流す必要があるが、磁気潜像を消去する必要がない場合には電流を切ることによ
り消去磁界がゼロになるため制御が比較的自由である。
　本実施形態では、前記永久磁石式および電磁石式のいずれも用いられる。
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【実施例】
【０１７０】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、これらは説明のための例示であり、
本発明は下記実施例によって何等制限されるものではない。なお、実施例中に示した「部
」および「％」は、特に断りのない限りそれぞれ「質量部」および「質量％」を表す。
【０１７１】
〔実施例１〕
　以下のようにして磁性体含有粒子（以下磁性トナーと称する）、および粒子分散液（以
下液体現像剤と称する）を作製した。
【０１７２】
（磁性体粒子の作製）
　磁性体粒子として、高純度化学製　イットリウム・鉄・ガーネットＹ３Ｆｅ５Ｏ１２（
平均一次粒径２．０μｍ）４００ｇを純水４００ｇに分散してビーズミル（アシザワファ
インテック社製ＬＭＺ０６）を用い、ビーズ径０．３ｍｍ、粉砕時間４５分により、粉砕
処理を行った。ビーズミルより取り出した磁性体粒子をデカンテーションと遠心分離を組
み合わせて微粉および粗粉を取り除き、凍結乾燥して磁性体粒子の乾燥体を得た。
【０１７３】
（磁性体含有粒子の製造／懸濁重合法）
　ｎ－ブチルメタクリレート（和光純薬（株）製）３６部、スチレン単量体（和光純薬（
株）製）３８部およびスチレン－アクリル樹脂（エスレックＰ－ＳＥ－００２０、積水化
学（株）製）１１部を混合した後、これに、前記磁性体粒子４．３部およびマゼンタ顔料
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５（クラリアントジャパン（株）製）１０部を加え、ボー
ルミルで２４時間分散した。この磁性体を含む混合液９０部に、重合開始剤としてアゾビ
スイソブチロニトリル（和光純薬（株）製）５部を加えて、単量体、磁性体粒子および顔
料を含む混合物を作製した。
【０１７４】
　塩化ナトリウム（和光純薬（株）製）２８部をイオン交換水１６０部に溶解させた水溶
液に、分散安定剤として炭酸カルシウム（丸尾カルシウム（株）製、ルミナス）３０部、
カルボキシメチルセルロース（第一工業製薬（株）製、セロゲン）３．５部を加え、ボー
ルミルで２４時間分散して分散媒体とした。
　この分散媒体２００部に前記混合物を投入して、乳化装置（エスエムテー社製、ＨＩＧ
Ｈ－ＦＬＥＸ　ＨＯＭＯＧＥＮＩＺＥＲ）にて８０００ｒｐｍで３分間乳化し乳化液を得
た。
【０１７５】
　一方、攪拌機、温度計、冷却管および窒素導入管を備えたセパラブルフラスコに窒素導
入管より窒素を導入し、フラスコ内を窒素雰囲気にした。ここに上記乳化液を入れ、６５
℃で３時間反応させ、更に７０℃で１０時間加熱して冷却した。反応液は良好な分散液と
なっており、目視では重合中に凝集塊は確認できなかった。
　反応液に１０％塩酸水溶液を加えて炭酸カルシウムを分解した後、遠心分離によって固
液分離を行った。得られた粒子を１Ｌのイオン交換水で３回繰り返して洗浄を行った後、
マグネットセパレーターＭＳ０（（株）ノリタケカンパニー製）を使用して、処理スピー
ド４．４ｌ／ｍｉｎの条件で磁性粉の入っていない粒子と、磁性粉の入りすぎている粒子
を除去した。得られた粒子を４０℃で真空乾燥した後、風力分級機（エルボージェット）
で粗粉と微粉とをカットし磁性体含有粒子（磁性トナー）を得た。
【０１７６】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、アセチレングリコール系界面活性剤（サーフィノール４６５、日
信化学工業社製、化学構造名：ポリオキシエチレンアセチレングリコールエーテル）１部
（１質量％）にイオン交換水９６部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、粒子分散
液（液体現像剤）を得た。
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（尚、該粒子分散液のイオン交換水を蒸発させた乾燥状態の粒子における、前記アセチレ
ングリコール系界面活性剤の含有量は１質量％である）
【０１７７】
（膨潤状態と乾燥状態とにおける粒子径の比）
　前述の方法により、膨潤状態における個数平均一次粒子径と乾燥状態における個数平均
一次粒子径とを測定し、その比を求めた。算出結果を表１に示す。
【０１７８】
（評価）
　－分散性の評価－
　以下の方法により、液体現像剤中における磁性トナーの分散性を評価した。
　作製した液体現像剤を容量１６ｍＬのねじ口付試験管に１０ｍＬ封入し、１日静置した
のち、試験管振とう機にセットして低速モードで攪拌し、静置し、その状態から目視で分
散性を評価した。
　尚、評価基準は以下の通りである。結果を表１に示す。
　良好：粒子が速やかに分散し、沈降速度が遅い。光学顕微鏡で観察して粒子の形態が維
持されている。
　やや悪い：粒子の分散に１分以上の攪拌が必要である。
　粒子破壊：粒子は速やかに分散するが、光学顕微鏡で観察した場合、粒子の形状がちぎ
れたり欠けたりするものが見受けられる。
【０１７９】
　－定着温度の評価－
　図１に示した構成の画像形成装置１００を用意し、現像剤として前記液体現像剤を用い
た。
　磁気ドラム１０としては、アルミドラム上に、下地層としてＮｉ－Ｐを膜厚１５μｍ、
磁気記録層としてＣｏ－Ｎｉ－Ｐを膜厚０．８μｍとなるようにめっきし、さらにその表
面に、Ｎｉ－Ｐ－ＰＴＦＥ粒子によるフッ素潤滑めっきを行い膜厚１．５μｍの保護層を
形成した。なお、前記磁気記録層の保持力は４００Ｏｅ、残留磁束密度は７０００Ｇであ
った。この磁気ドラム１０表面に対する、２５℃、５０％ＲＨにおける純水の接触角は１
１０度であった。
【０１８０】
　磁気ヘッド１２としては、Ｍｎ－Ｚｎフェライトからなる６００ｄｐｉ（ｄｐｉ：１イ
ンチ当たりのドット数）相当の画素を形成する４チャネルのフルライン型磁気ヘッドを用
意した。
【０１８１】
　現像装置１４としては、現像ローラ１４ａとしてアルミニウム製の非磁性スリーブ中に
円筒状の永久磁石が同心円状に配置されたマグネットロールを備え、現像剤貯蔵容器１４
ｂに内部で液体現像剤を攪拌する攪拌羽を設けた現像装置１４を用いた。この現像剤貯蔵
容器１４ｂに前記液体現像剤を投入し、非磁性スリーブ表面と磁気ドラム１０表面とのギ
ャップが５０μｍとなるように現像装置１４を配置した。
【０１８２】
　中間転写体１６としては、表面に厚さが７．５ｍｍのシリコーンゴム層を有し、磁気ド
ラム１０と同一周速で回転するアルミニウム製の中間転写ドラムを用いた。
【０１８３】
　転写定着ローラ２８としては、ステンレス製の芯材の外周にシリコーンゴム層、フッ素
ゴム層をこの順に被覆してなる弾性ロールを用い、さらにこの弾性ロールは発熱体により
表面温度が可変となるように加熱する構成とした。
【０１８４】
　以上の構成の画像形成装置１００により印字条件を下記のように設定した。
・磁気ドラム線速：１００ｍｍ／秒
・現像ローラ周速／磁気ドラム周速比：１．２
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・転写条件（中間転写）：中間転写体の磁気ドラムへの押圧力を１．５ｋｇｆ／ｃｍ２に
設定
・転写定着条件：中間転写体に対する転写定着ローラの押圧力を３．０ｋｇｆ／ｃｍ２に
設定
【０１８５】
　以上の条件により、磁気ヘッド１２により磁気ドラム１０上に磁気潜像を形成し、これ
に前記現像ローラにより液体現像剤を接触させて現像を行った。そして、現像されたトナ
ー像を中間転写体１６に転写後、記録用紙に転写し、定着温度：Ｈ・Ｒ温度／Ｐ・Ｒ温度
を（８０℃／５０℃），（１００℃／７０℃），（１７０℃／１４０℃）と３通り変化さ
せて定着を行い、定着可能な条件を確認した。
　結果を表１に示す。
【０１８６】
　－画像の耐水性評価－
　上記のようにして画像（パッチ）を形成した記録用紙を、ビーカーに入れた純水に浸漬
し１０分間放置した後に、画像の乱れの発生を目視により確認した。尚、評価基準は以下
の通りである。結果を表１に示す。
　○：画像の乱れは確認されなかった
　×：画像の乱れが確認された
【０１８７】
〔実施例２〕
　実施例１において、（磁性体含有粒子の製造）の工程における炭酸カルシウム（丸尾カ
ルシウム（株）製、ルミナス）の量を２０部に、乳化装置（エスエムテー社製、ＨＩＧＨ
－ＦＬＥＸ　ＨＯＭＯＧＥＮＩＺＥＲ）の回転数を６０００ｒｐｍに、時間を３分間にし
て乳化するよう変更し、且つ（粒子分散液の作製）の工程を以下のごとく変更した以外は
実施例１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０１８８】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、アセチレングリコール系界面活性剤（サーフィノール４６５、日
信化学工業社製、化学構造名：ポリオキシエチレンアセチレングリコールエーテル）１部
（１質量％）、界面活性剤（ＴｒｉｔｏｎＸ１００、和光純薬社製）１部（１質量％）に
イオン交換水９３部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、粒子分散液（液体現像剤
）を得た。
（尚、該粒子分散液のイオン交換水を蒸発させた乾燥状態の粒子における、前記アセチレ
ングリコール系界面活性剤の含有量は１質量％である）
【０１８９】
〔実施例３〕
　実施例１において、（磁性体含有粒子の製造）の工程における炭酸カルシウム（丸尾カ
ルシウム（株）製、ルミナス）の量を３５部に、乳化装置（エスエムテー社製、ＨＩＧＨ
－ＦＬＥＸ　ＨＯＭＯＧＥＮＩＺＥＲ）の回転数を１００００ｒｐｍに、時間を３分間に
して乳化するよう変更し、且つ（粒子分散液の作製）の工程を以下のごとく変更した以外
は実施例１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０１９０】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、アセチレングリコール系界面活性剤（ダイノール６０４、日信化
学工業社製、化学構造名：ポリオキシエチレンアセチレングリコールエーテル）０．５部
（０．５質量％）、界面活性剤（ＴｒｉｔｏｎＸ１００、和光純薬　社製）１部（１質量
％）にイオン交換水９３．５部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、粒子分散液（
液体現像剤）を得た。
（尚、該粒子分散液のイオン交換水を蒸発させた乾燥状態の粒子における、前記アセチレ
ングリコール系界面活性剤の含有量は１質量％である）
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【０１９１】
〔実施例４〕
　実施例１において、（磁性体含有粒子の製造）の工程を以下のごとく懸濁重合法から混
練粉砕法に変更した以外は実施例１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０１９２】
（磁性体含有粒子の製造／混練粉砕法）
　実施例１で作製した磁性体粒子５０部、マゼンタ顔料Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５
（クラリアントジャパン（株）製）１００部、およびスチレン－アクリル樹脂（エスレッ
クＰ－ＳＥ－００２０、積水化学（株）社製）８５０部を加え、加圧ニーダーで混練した
のち、衝突式粉砕機ジェットミル（ＡＦＧ、ホソカワミクロン社製）を用いて粉砕、風力
分級機（エルボージェット）で粗粉と微粉とをカットし磁性体含有粒子（磁性トナー）を
得た。
【０１９３】
〔比較例１〕
　実施例１において、（粒子分散液の作製）の工程を以下のごとく変更した以外は実施例
１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０１９４】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、界面活性剤（ＴｒｉｔｏｎＸ１００、和光純薬社製）１部（１質
量％）にイオン交換水９４部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、粒子分散液（液
体現像剤）を得た。
【０１９５】
〔比較例２〕
　比較例１において、（磁性体含有粒子の製造）の工程において用いた樹脂を以下のごと
くスチレン－アクリル系樹脂からスチレン系樹脂に変更した以外は比較例１に記載の方法
により液体現像剤を得た。
【０１９６】
（磁性体含有粒子の製造／スチレン系樹脂使用）
　スチレン単量体（和光純薬（株）製）７４部およびスチレン－アクリル樹脂（エスレッ
クＰ－ＳＥ－００２０、積水化学（株）製）１１部を混合した後、これに、実施例１で作
製した磁性体粒子４．３部およびマゼンタ顔料Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５（クラリ
アントジャパン（株）製）１０部を加え、ボールミルで２４時間分散した。この磁性体を
含む混合液９０部に、重合開始剤としてアゾビスイソブチロニトリル（和光純薬（株）製
）５部を加えて、単量体、磁性体粒子および顔料を含む混合物を作製した。
　この混合物を用いたこと以外、実施例１に記載の方法により磁性体含有粒子（磁性トナ
ー）を得た。
【０１９７】
〔比較例３〕
　実施例１において、（粒子分散液の作製）の工程を以下のごとく変更した以外は実施例
１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０１９８】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、アセチレングリコール系界面活性剤（サーフィノール４６５、日
信化学社製、化学構造名：ポリオキシエチレンアセチレングリコールエーテル）１部（１
．０質量％）、界面活性剤（デモールＥＰ、花王社製）１部（１質量％）にイオン交換水
９３部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、粒子分散液（液体現像剤）を得た。
（尚、該粒子分散液のイオン交換水を蒸発させた乾燥状態の粒子における、前記アセチレ
ングリコール系界面活性剤の含有量は１質量％である）
【０１９９】
〔比較例４〕
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　実施例１において、（粒子分散液の作製）の工程を以下のごとく変更した以外は実施例
１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０２００】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、アセチレングリコール系界面活性剤（サーフィノール４６５、日
信化学社製、化学構造名：ポリオキシエチレンアセチレングリコールエーテル）０．０５
部（０．０５質量％）にイオン交換水９５部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、
粒子分散液（液体現像剤）を得た。
（尚、該粒子分散液のイオン交換水を蒸発させた乾燥状態の粒子における、前記アセチレ
ングリコール系界面活性剤の含有量は０．０６質量％である）
【０２０１】
〔比較例５〕
　実施例１において、（磁性体含有粒子の製造）の工程において製造する粒子を以下のご
とく疎水性から親水性に変更し、また（粒子分散液の作製）の工程を以下のごとく変更し
た以外は実施例１に記載の方法により液体現像剤を得た。
【０２０２】
（磁性体含有粒子の製造／親水性粒子製造）
　ｎ－ブチルメタクリレート（和光純薬（株）製）３０部、スチレン単量体（和光純薬（
株）製）３８部、ヒドロキシエチルメタクリレート６部およびスチレン－アクリル樹脂（
エスレックＰ－ＳＥ－００２０、積水化学（株）製）１１部を混合した後、これに、実施
例１で作製した磁性体粒子４．３部およびマゼンタ顔料Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５
（クラリアントジャパン（株）製）１０部を加え、ボールミルで２４時間分散した。この
磁性体を含む混合液９０部に、重合開始剤としてアゾビスイソブチロニトリル（和光純薬
（株）製）５部を加えて、単量体、磁性体粒子および顔料を含む混合物を作製した。
　この混合物を用いたこと以外、実施例１に記載の方法により磁性体含有粒子（磁性ト
ナー）を得た。
【０２０３】
（粒子分散液の作製）
　前記磁性トナー５部、アセチレングリコール系界面活性剤（サーフィノール４６５、日
信化学社製、化学構造名：ポリオキシエチレンアセチレングリコールエーテル）１０部（
１０．０質量％）にイオン交換水８５部を加え、ボールミルで３時間攪拌分散して、粒子
分散液（液体現像剤）を得た。
（尚、該粒子分散液のイオン交換水を蒸発させた乾燥状態の粒子における、前記アセチレ
ングリコール系界面活性剤の含有量は７質量％である）
【０２０４】
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【表１】

【符号の説明】
【０２０５】
１０　磁気ドラム（磁気潜像保持体）
１２　磁気ヘッド（磁気潜像形成装置）
１３　規制部材
１４　現像装置（現像剤供給装置）
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１６　中間転写体
１８　クリーナ
２０　消磁装置（消磁装置）
２２　磁気潜像
２４　液体現像剤（現像剤）
２６　トナー像
２６ａ　トナー粒子（磁性重合体粒子）
２８　転写定着ローラ（転写装置）
２９　定着像
３０　用紙（記録媒体）
１００　画像形成装置

【図１】
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